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[原著論文] 

 

自作作物を使ったレシピ紹介によって栄養改善を図った一例 

－マラウイ北部ムジンバ県からの報告－ 

 

山本作真 1),3) 足立基 1),2)3) 浜中咲子 1),3) バンダ J3) 佐藤優 3) チランボ GB4) 草間かおる 5)  
杉本孝雄 1) ジェンキンズ G1) 浦部大策 6) 

 
1)聖マリア病院対外協力室 2)国際協力診療部 3) NPO 法人 ISPAH 4) ムズズ大学看護学部  

5) 長野県立大学健康発達学部食健康学科 6) 医療法人ときわ赤羽在宅クリニック 

 

 

【背景】 

マラウイ北部の高原地域で、発育阻害（Stunting）の低減を目指し、政府機関と共同して聖マリア

病院/NPO 法人 ISAPH は 2018 年から IFNA の枠組みを用いて、農業指導、料理実演、成長モニタリング

を通じて、子どもの栄養改善と食の多様性向上を図った。 

 

【方法】 

2013 年、2016 年のプロジェクト介入前後で、6か月から 5歳以下のこどもを、介入群（マニャム

ラ）と非介入群（エディンゲニ）でそれぞれ、120/143（マニャムラ）、133/78(エディンゲニ)を無作

為に抽出し、身長、体重から栄養状態を、その保護者に聞き取りを行い、摂取食材をカウントし、食

の多様性を数値化した。 

 

【結果】 

マニャムラでは統計的有意差はなかったが、発育阻害時の割合が 37.5%から 26.3%に減少した一方、

エディンゲニでは廃育阻害時の割合が増加していた。またマニャムラの MDD（最低許容の食の多様性）

は有意に増加し、発育阻害の子どもたちに食の多様性の向上が見られた。 

 

【考察】 

コロナ感染のまん延のため介入効果の判定することは困難だが、従来のリスク因子の影響が減少

し、父親の参加など文化的に配慮されたアプローチが奏功した。発育阻害児の食の多様性が有意に改

善していたのは、栄養補助食による影響のほか、本プロジェクトが一番必要とする子どもたに届いて

いる可能性が考えられた。本プロジェクトは地域密着型の多部門連携による栄養改善モデルとして、

全国展開の可能性を示唆している。 
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